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表 1 構造物及び施設の帳簿原価              表 2 配管の帳簿原価 

 

 
                                                                           図 2 配管の取得年度 

  
 
 

 

 

 

 

 

 

                                                                                             図 3 健全度（更新をしなかった場合） 

                                                                                    

 

 

 

 

 

                                                                                                   

 

 

                                                                                               

図 1 構造物及び施設の取得年度 

本業務は、西川町の水道施設全般にわたり現状を分析・評価し、中長期的視点に立った計画的・効率的な水

道施設の改築・更新や維持管理・運営、資金確保の方策を定めたアセットマネジメントを策定する。 

1．業務の目的 

3．水道施設概要 

【計画期間】施設の耐用年数や更新財源としての企業債の償還期間を考慮し、40 年間とする。 

【更新需要算出】基礎情報として固定資産台帳及びマッピングデータを用いる。 

【財政収支】現行料金据置と料金改定等により確保する場合について検討する。 

基礎資料をもとに水道施設の現況を整理した結果は以下の通りである。 

2．策定方針 



 

 

  

 

 

                         表 3 更新基準 

 

 

                                  

 

 

                                                                                            図４ 更新需要（法定耐用年数） 

 

 

 

                                                                                             

                                                                                   

 

 

 

 

                                                                                             図５ 更新需要（更新基準） 

 

                                                                 

 

 

 

 

 

                                                                                            表 4 シミュレーションケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．更新需要 

5．財政収支見通し 

整理した水道施設の現況にて更新需要の見通しを検討した。更新需要の算出条件は以下の通りである。 

・法定耐用年数（図４）及び更新基準（図５）にて試算を行った。 

更新基準では年間 1.5 億円の更新が必要となりますが、近年の町の建設改良費の実績値（1.0 億円/年）を

考慮して、年間 1.0 億円として財政収支見通しの検討を行った。なお、シミュレーションにおける基本条件

は以下の通りである。 

・資金残高が 6 千万円（現在の給水収益の半分程度）を下回る場合に起債する。 

・料金改定ケースは、「損益が赤字」もしくは「資金残高が 6 千万円を下回る」場合に料金改定を行う。 



表 5 財政収支検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6．まとめ 

財政収支の検討により現状では case③が将来に残る起債を低く抑えることができる。 

しかし、更新需要に対し収入が少ないため早期の給水収入増が必要になる。 

今後、将来の料金収入の減少、更新事業費が増加してくるため、事業継続が難しい状況になる。 

 この対策として、給水需要を考慮した施設更新の最適化、近隣市町や広域水道との統合や管理の共同化

等を考えていく必要がある。それまでの間、更新事業で不足する資金は、水道料金の改定や企業債の借入

等で賄う必要がある。 


